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内部統制システム構築の基本方針の一部改定について 
 

 当社は平成 20 年 4 月 18 日開催の取締役会で決議いたしました内部統制システム構築の基本方

針に関し、本日開催の取締役会において、下記のとおり一部改定を決議いたしましたのでお知ら

せいたします。（改定箇所は下線で示しております。） 
 

記 

 
内部統制システム構築の基本方針 

 
Ⅰ．当社および子会社の取締役等および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確

保するための体制 

1．当社および子会社を対象とする「企業行動基準」および「従業員行動規範」を当社にて制定し、

当社および子会社全社員に啓蒙することにより、法令遵守をあらゆる企業活動の前提とするこ

とを徹底する。 

2．当社内部監査担当者が、当社および子会社の業務運営の状況を把握して、法令・定款への適合

性および業務運営の妥当性・合理性を確認し、その改善を図るために内部監査を実施する。 

3．当社および子会社における取締役等および使用人の職務執行の適法性の確保をより確実に期す

るため、当社において社外取締役 1 名と社外監査役 2 名を選任し、当社取締役会による監視を

行う。 

4．社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力・団体とは一切の関係を遮断し、組織全体とし

て毅然とした態度で対応する。 

 
Ⅱ．当社取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制 

1．経営会議議事録その他取締役の職務執行に関連する文書については文書管理規程に則り作成保

存する。 
2．文書の保存期間および保管場所は文書管理規程に定めるところによる。 



 
Ⅲ．当社および子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

1．リスク管理については、当社に「リスクマネジメント委員会」を設置し、主管部署である当社

管理本部法務担当がリスク管理規程に基づき、当社および子会社のリスクを総括的に管理する。 
2．当社内部監査担当者が子会社も含めた部署毎のリスク管理状況を監査し、結果を定期的に当社

担当取締役に報告する体制とする。 

3．当社および子会社の重要なリスクについては、状況および対応策を当社担当取締役が定期的に

当社経営会議において報告する。 
 
Ⅳ．当社取締役および子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体

制 

1．当社各本部および子会社は年度当初に数値目標を含む年度方針を策定し、全社員に公開するこ

とにより、取締役等と社員が目標を共有し、目標達成に向けての意思統一を図る。 

2．当社各本部および子会社の目標の達成度は、当社管理本部法務担当が定期的にレビューし、進

捗管理を行うことにより、業務の効率性を確保する。 

3．当社および子会社の重要事項については、当社取締役で構成する経営会議において審議を行う。 

 
Ⅴ．子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制その他の当社および子

会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 

1．当社関係会社管理規程に基づき、子会社は当社が採用する本部制における各本部長の管理下に

置かれ、子会社の業務執行については、当社各本部長が各子会社より報告を受ける。この他、

当社および子会社の経営幹部を構成員とするグループ幹部会議を定期的に開催し、各子会社よ

り報告を受け、重要事項についての協議、決定を行う。 
2. 重要な子会社については、会計監査人による監査を実施し、社外からの監査を行うことで、

業務の適正を確保する。 
 

Ⅵ．当社監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する

事項 

当社において、当社監査役の職務を補助すべき使用人を選任する。 

 

Ⅶ．前号の使用人の当社取締役からの独立性および当該使用人に対する指示の実効性の確保に関す

る事項 

1．当社監査役の職務を補助すべき使用人の人事異動、人事評価については、当社監査役会の意見

を尊重する。 
2．当社監査役から監査業務に必要な命令を受けた当該使用人は、その命令に関して、当社取締役

等の指揮命令を受けない。 

 
Ⅷ．当社および子会社の取締役・監査役等および使用人またはこれらの者から報告を受けた者が当社

監査役に報告するための体制その他の当社監査役への報告に関する体制 

1．当社および子会社の役職員は、当社監査役から業務執行に関する事項について報告を求められ

たときは、速やかに適切な報告を行う。 



2．当社および子会社の役職員は、法令等の違反行為や当社および子会社の財務および事業に重大

な影響を及ぼすおそれのある事実を発見したときは、直ちに、内部通報窓口の主管部署である

当社管理本部法務担当へ報告し、当該管理本部法務担当は、必要に応じ当社監査役にその内容

の報告を行う。 

3．当社内部監査担当者による当社および子会社に対する内部監査、コンプライアンス、リスク管

理等の結果は、遅滞なく監査役に報告することとする。 
4．監査役は、当社取締役を構成員とし、当社および子会社の経営上の重要事項を報告・決定する

機関である経営会議に出席し、重要事項について報告を受けるとともに必要に応じ意見を述べ

る。 
 

Ⅸ．Ⅷの報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するため

の体制 

当社は、当社監査役へ報告を行った当社および子会社の役職員に対し、当該報告をしたことを

理由として当社および子会社が不利な取扱いを行うことを禁止し、その旨を当社および子会社の

役職員に周知徹底する。 

 

Ⅹ．当社監査役の職務の執行について生ずる費用の前払または償還の手続その他の当該職務の執行

について生ずる費用または債務の処理にかかる方針に関する事項 

当社は、当社監査役がその職務の執行について生ずる費用の前払い等の請求をしたときは、担

当部署において審議の上、当該請求に係る費用または債務が当該監査役の職務の執行に必要でな

いと認められた場合を除き、速やかに当該費用または債務を処理する。 

 

Ⅺ．その他当社監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

1．代表取締役社長は、監査役会と定期的に意見交換会を開催する。 
2．監査役会が、外部の会計監査人と定期的に監査方針および監査状況の報告を受け、意見交換を

行う機会を確保する。 
 
Ⅻ．財務報告の信頼性を確保するための体制 

財務報告の信頼性の確保および金融商品取引法に規定する内部統制報告書の有効かつ適切な提

出のため、内部統制システムの構築を行い、その仕組みが適正に機能することを継続的に評価し

必要な是正を行うとともに、金融商品取引法およびその他関係法令等の適合性を確保する。 
 
 

以上 


